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中国の国有企業改革は「４つの近代化」構想

の下で１９７８年より開始され，それ以降，さまざ

まな経営の自主権が国有企業に付与されてきた。

その成果として国有企業の全要素生産性はある

程度上昇したとされている［劉１９９９；中兼

１９９９］。改革開放後の中国経済の急速な成長は，

しかしながら，非国有企業の台頭によるもので

あり，国有企業は利潤率を低下させ続け，赤字

額は増加の一途をたどった（注１）。とくに，国有

企業改革が大きく前進した１９８４年から利潤率は

著しく低下し，赤字額は経営の請負制が本格的

に開始された８８年から急増している（図１）。

国有企業の経営不振を打開するために，この

中国国有企業の経営目的関数の推定

はし ぐち よし ひろ

橋 口 善 浩

《要 約》

中国の国有企業は，改革開放後，国有企業改革が実施されたにもかかわらず，経営不振が続いた。

その原因のひとつとして，インサイダーによる行き過ぎた経営支配が経営自主権の拡大によって生じ

たことが指摘されている。すなわち，インセンティブ制度の導入により利潤と労働報酬が強く結びつ

き，経営目的が企業内部者の利益，とくに従業員の収入増大へと過度に傾斜したことが経営不振に寄

与したという議論である。本稿は，国有企業の複合的な経営目的（雇用拡大，従業員の収入増大，利

潤増大）を定式化し，GMM推定することにより，改革開放後に企業の経営目的がどのように変化し

たのか，従業員の収入増大がより重視されるようになったのかどうかの検証を試みたものである。そ

の結果，従業員の収入増大に対する重要性を表すパラメータは有意となり，１９８０年代半ばから９２年に

かけて増大傾向がみられた。本稿の実証結果は既存研究の議論を支持する形となった。

────────────────────────────────────────────

図１ 国有企業の利潤率と赤字額

（出所）『中国統計年鑑』（１９９８年版，p．４６１）より筆者作成。
（注）利潤率と利税額は左軸（％），赤字額は右軸（億元）。

利潤率＝（利潤総額／固定資産浄値）×１００
利税率＝［（利潤総額＋税額）／固定資産浄値］×１００
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間，さまざまな手段が講じられてきた。１９９３年

からは「社会主義市場経済」という理念に呼応

する形で，株式会社と有限会社を中心とする「現

代企業制度」の確立が国有企業改革の目的とさ

れるようになった。当初，それは試験的にいく

つかの国有企業に株式制度を導入する程度にと

どまっていたが，１９９７年の共産党第１５回大会で

「公有制の多元化」，実質的には国有企業の私

有企業化が容認され，以降，株式会社化や民営

化が本格的に進みはじめた。それでも当時は「大

をつかみ小を放つ」とされ，株式会社化や民営

化は中小規模の企業が中心であった。しかし，

現在，大型国有企業の株式化も検討され，進め

られるに至っている。１９８４年に改革が農村から

都市へと拡大したとき，その中心に据えられて

いた国有企業改革は，期待どおりの成果を挙げ

られず，国有企業を国有企業として存続させる

ことができなかったといえる。

さまざまな改革が実施されたにもかかわらず，

なぜ図１のように国有企業の経営状況は悪化し

たのか。利潤率低下の原因として，南・本台

（１９９９）は労働分配率が労働の生産弾力性を超

えて上昇した，すなわち，賃金が生産性を超え

て上昇したことを指摘した（注２）。彼らは，「一

連の国有企業改革で導入されたインセンティブ

・システムによって利潤と賃金が強くむすびつ

き，労働報酬は大幅に増加したが，インセンテ

ィブはうまく働かずに労働生産性は賃金ほど上

昇しなかった。こうした労働費用の増大が利潤

率の低下につながった」としている。

経営自主権の拡大によって，国有企業の利潤

の多くが労働報酬へと分配される現象は，青木

・奥野（１９９６）のいう「インサイダー・コント

ロール」あるいは「労働者管理企業」といった

現象を想起させる。実際，自主権拡大によって

企業内部者による経営支配，すなわち，「企業

内部者が企業設備の更新や技術改造，ブランド

の育成など中長期的な投資を軽視するかわりに，

インサイダーの利益を優先し，誰もが国有企業

を食い物にする」といった現象が中国国有企業

に蔓延したといわれている［黄２００４，１１０］。さ

らに，中兼（１９９９，２５２―２５４）は「国有企業経営

者が主観的にみた最高の経営目的は従業員の収

入増大であった」というアンケート調査（１９９７

年）の結果から，中国の国有企業の経営目的は

主として「従業員の収入増大」にあると主張し

ている。

こうした経営目的に関する研究は必ずしも計

量経済学的な分析ではないが，もし自主権の拡

大によって，企業内部者の利益（とくに従業員

の収入）の増大へと経営目的の重心が傾いたの

であれば，そのことが国有企業の利潤率の低下

や赤字額の増加，さらには過剰労働力の増加に

つながったと考えられる。

本稿は，国有企業の経営目的関数を定式化し，

いわゆる目的関数のディープパラメータの経年

変化を一般積率法（Generalized Method of

Moments : GMM）推定することによって，１９７８

年以降に国有企業の経営目的がどのように変化

してきたのか，従業員への報酬がより重要視さ

れるようになったのかどうかの検証を試みたも

のである。分析結果を先取りすると，自主権拡

大が本格化した１９８０年代半ばから９２年にかけて，

経営目的のなかで労働報酬の重要性が増大傾向

を示していた。以下，モデル，データ，そして

分析結果について報告する。
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Ⅰ モ デ ル

既存の記述的な研究によれば，国有企業経営

には，主に工場長・従業員・企業党委員会の３

つのグループが関係しており，国有企業改革は

経営を主導する工場長に経営自主権を付与し，

政府や党はそれに対して極力関与しないという

ものであった［川井１９９０；１９９１；唐２００４］。そ

こで本稿の分析モデルは，国有企業の賃金と雇

用量の決定に関わる経済主体として，政府，従

業員，そして経営者の３者を考える。

政府は，社会秩序の安定と歳入の増加，さら

には工業部門の発展を優先的に望み，そのため

に国有企業の所有者として経営者に雇用の創出

と利潤の増大を要求すると想定する。

従業員は，労働力の提供と経営に対する監督

機能を通じて，できるだけ高い労働報酬を経営

者に要求し，その一方で，経営拡大が従業員の

増加を招き，１人当たりの労働報酬の低下につ

ながる場合，投資や雇用拡大を拒むと考え

る（注３）。

経営者は自らの願望を満足させるために，政

府と従業員の意向を考慮したうえで，雇用量と

労働報酬を決定するというモデルを考える。た

とえば，経営者が政府の要求のみを考慮し，政

府は利潤の増大，あるいは雇用の拡大のみを経

営者に要求するといったケースでは，企業は利

潤追求型企業，または雇用追求型となる。経営

者が従業員の要求のみを考慮する場合，企業は

１人当たり労働報酬の最大化を目的とする労働

者管理型企業となり，インサイダー（経営者と

従業員）によって経営が支配されることなる。

このような企業経営者の行動を分析するモデ

ルとして，しばしば利用されるのが，政府と従

業員の要求に対して相対的なウェイトを与えた

複合的な経営目的関数であり，次式のように表

現される。

（１）

は雇用量， は利潤， は国有企業の１人当

たり労働報酬 と国有企業以外で働いた場合の

労働報酬 との差，

とする。利潤 は，

と定義し， と に対して価格支配力はない

と考える。 は生産物価格， は

生産量である。 は政府と従業員の

要求，すなわち，雇用量の増大，相対的な労働

報酬の増大，利潤の増大に対する相対的なウェ

イトであり，

とする（注４）。経営者は，（１）式の目的関数が最

大になるように雇用量 と相対的な労働報酬

を決定すると考える。 の値に依存して，目的

関数の形状，すなわち，経営者はどの要求を相

対的に重視するかが変わってくる。極端な例と

して， の場合は となり，利潤

の増大を目的とする企業となる。 と が大き

くなるにつれて，経営の目的は利潤追求から乖

離する。 が相対的に大きくなれば，労働者管

理の傾向が強まることを意味する（注５）。

（１）式を と について最大化すると

（２）
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（３）

となる。 は労働の限界生産力である。（２）と（３）

式をそれぞれ書き換え，整理すると，

（４）

（５）

となる。ただし，

（４）式の左辺の第１項は，過剰労働力の指標

であり，陳・橋口（２００４）のいう超過支払比率に

相当する。この値が０であれば利潤を最大にす

るという意味で最適な雇用量であり，０より大

きければ過剰，小さければ過小雇用を意味する。

と はそれぞれ雇用量と労働報酬の相対的な

重要度を表しており， は

を意味し，その場合（４）式と（５）式は，

となり，利潤を最大化する条件と一致する。す

なわち，

（１）経営者が利潤 の増大を重視するほど，相

対的に と は小さくなる，

（２）経営者が雇用量 の増大を重視するほど，

が相対的に大きくなる，

（３）経営者が相対的な労働報酬 の増大を重視

するほど， が相対的に大きくなる，

となる。したがって， と の推移を推定する

ことにより，国有企業の経営目的が時代ととも

にどのように変化してきたのかを分析すること

ができる。本稿は，とくに改革開放後の国有企

業に注目し，留保利潤使用権の拡大や経営請負

制の実施といった国有企業改革が同企業の経営

目的にどのような影響をもたらしたのかについ

て検証を試みる。

本稿と類似するモデルを使用し，中国国有企

業の経営行動を分析した研究として，Lee（１９９９）

とDong and Putterman（２００２）がある。Leeは，

複合的目的関数から賃金 と雇用量 について

１階条件を導き，技術水準を表す係数，利潤増

大に対する重要度を表す係数（本稿の ），市

場賃金（本稿の ）などの重要な要因について

比較静学を行っている。実証分析について

は，１９８０年から９４年の国有企業６８１社のデータ

を使用し， と を被説明変数とする対数線形

式をSURで推定している。説明変数は，上に挙

げた要因の代理変数とダミーなどその他変数を

使用している。

Lee（１９９９）の実証分析は，目的関数のパラ

メータを推定する形になっていないため，本稿

の分析と直接比較することは難しい。あえて比

較するならば，回帰式に利潤増大に対する重要

度を表す代理変数が使用されている点である。

その代理変数は，従業員がどの程度，賃金の決

定に影響しているかというアンケート調査の結

果が使用されている（注６）。分析結果によれば，

その代理変数はほとんどの回帰式で有意ではな

く，賃金と雇用量の決定に従業員の影響は確認

されなかった。

Dong and Putterman（２００２）は，複合的目的

関数を使って，労働の限界生産力価値と賃金の

ギャップの変化を分析している。その差が負で

あれば雇用は余剰，正であれば雇用は過小とし，

国有企業の独占度，目的関数のパラメータの比

（本稿でいう と の比），そして労働報酬の大

きさで比較静学を行っている。実証分析は，１９８０
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年から９０年の国有企業９６７社のデータを使用し，

線型回帰式を最小自乗法と操作変数法で推定し

ている。しかし，データの制約のため と の

比は推定式に反映されておらず，分析の対象か

ら除外されている（注７）。

Ⅱ 推 定

１．推定方法

経営目的の相対的重要度 と の推定式は，

（４）と（５）式に階差をとり，誤差項を加えたもの

を使用した。

（６）

（７）

は１階の階差， は時間を表す。 と は推

定されるパラメータであり， と は観測さ

れない外生的なショックを表す確率変数とす

る。説明変数は内生変数を含むため，誤差項

と相関することが予想される。そ

こで操作変数行列 ，

を定義し，GMMによる（６），（７）式の同時推定

を試みた。この場合の積率条件（直交条件）は，

となる。分散が最小となるGMM推定量はつぎ

の２段階で推定できる。

i． 適当な の正値定符号

行列，

を定義すると，次の２次形式，

を最小にする と が，１段階目のGMM推

定量となる。この段階では任意の を使っ

ているため， と は一致推定量ではあるが，

必ずしも最小分散の推定量ではない。

ii． iで得られた と を使って残差，

を計算し， の一致推定量 ，

をもとめる。Hansen（１９８２）によれば， の

代わりに を使って，再びGMM推定をす

れば，分散が最小となるGMM推定量を得る

ことができる（注８）。

また，改革開放後の と の経年変化を推定

するために，逐次最小自乗法の原理を応用し，

GMMによる逐次推定を試みた。つまり， 期

までのデータをつかって 期の と を推定し，
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期までのデータをつかって と を推

定し，以下，最終期まで推定をくり返すという

方法である。この方法により，１９７０年から２００１

年までの と の経年変化を推定した。

GMMの推定結果と比較するために，３段階

最小自乗法（３SLS）による推定も同時に行っ

た。３SLSは誤差項の均一分散を前提とし，す

べての方程式に対して同一の操作変数を与えて

推定を行う。GMMと３SLSの違いについては，

Hayashi（２０００）の第４章を参照されたい。

２．データ

（６）と（７）式の推定に必要とされるデータは，

国有企業の名目賃金率 ，労働力 ，生産物価

格 ，生産量 ，超過支払比率 ，国有企業

以外で働いた場合に得られる名目賃金率 ，

そして操作変数 である。

は，福利厚生費および住宅手当を考慮した

国有工業企業部門の職工１人当たり名目賃金率，

は同部門の職工数， は１９９８年を１とした同

部門の付加価値デフレータ， は９８年を基準と

した実質付加価値生産額を使用した。 は，

陳・橋口（２００４）で推計された超過支払比率を

利用する。以上のデータは，陳・橋口（２００４）

で収集・推計されたものであり，データの期間

は１９５２～２００１年である。データの出所と作成

方法に関する詳細は，陳・橋口（２００４）を参照

されたい。

は，非国有工業企業の１人当たり名目賃

金（ ）に非国有工業企業の１人当たり社会

保障・福利厚生支出額（ ，年金支払額を除

く）を加えたものを使用した（ ）。

非国有工業部門は，工業部門から国有工業部門

を差し引いたものとしてデータを収集した。

は，１９５２～９７年については，非国有工業

部門の賃金総額を同部門の職工数で除したもの

を使用した。それ以降の年については，まず非

国有部門の採掘業，製造業，電気・ガス・水道

の１人当たり名目賃金を各雇用者数で加重して

平均値の系列（１９９７～２００１年）を求め，その系

列の成長率を使って， の値を２００１年まで

延長した。

は，１９７８～９８年については，都市集団所

有部門とその他部門の社会保障・福利厚生支出

額を，非国有部門の職工数で除したものを使用

したが，それ以外の期間ではデータが得られな

かったため に比例させる形で補間した（注９）。

操作変数 は，１期前の説明変数と国有企

業の期末資本ストック（対数値）を使用した。

すなわち，

である（注１０）。資本ストック は，中国国有工業

企業が保有する資本ストックのうち住宅を除い

たものであり，出所と作成方法については，陳

・橋口（２００４）を参照されたい。以上，本稿で

使用したデータの記述統計量は表１に示す。

GMMおよび３SLSはデータが定常でなけれ

ばならないため，推定にさきだち，単位根検定

を行った（表２）。検定の結果，各変数ともに

帰無仮説─単位根をもつ，は棄却された（注１１）。

３．推定結果

GMMおよび３SLS推定の結果は表３のとお

りである。GMM，３SLSともに， は５パー

セントあるいは１パーセント有意となり，符号

も理論と整合的な結果が得られた。一方， は

符号が理論と逆になり不満の残る結果となった
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が， 値 が０．４７（GMM），０．８１（３SLS）と 高

く，９０パーセント信頼区間に０を含むため，こ

こでは０とみなすことにする。 に

対する有意性の検定結果は，GMM，３SLSと

もに と は１パーセントまたは５パーセント

有意， は有意にならなかった。分析期間の平

均的な傾向としては，雇用量の増大よりも利潤

や労働報酬の増大が相対的に重視されていたと

いえそうである。

逐次的なGMMおよび３SLS推定による と

の動向推定の結果は，図２のとおりである。

ここでも， は期間を通じて有意ではなく，経

営目的の雇用拡大に対するウェイトは小さい。

これは の増大に対して が反応しない，すな

わち，雇用の拡大それ自体に対しては，経営者

はたいした価値を見出してないようである。

１９８４年以前の と はともに有意ではないた

め，相対的に の増大が重要視されていたとい

える。計画経済時代の中国では労働者の報酬が

低く抑えられ，労働の限界生産性が実質賃金を

上回っていたこと［Dong and Putterman２０００；

２００１；２００２，陳・橋口２００４］，さらには工業部門

Y K L W Wa P

平均
標準偏差
標準誤差
最小値
最大値
標本サイズ

３９１３．０１
３３５７．０６
４７４．７６
１８５．１３
１０５０９．４７

５０

２５２６．７６
２３１１．００
３３０．１４
１００．８０
７８３１．７８

４９

２６１２．４
１２８３．９
１８１．６
５１０．３
４４９９．０
５０

０．２７９４４
０．３７８８６
０．０５３５８
０．０３７１８
１．４８１７５

５０

０．１８０９６
０．２６０３６
０．０３６８２
０．０３０８０
１．０７３９０

５０

０．５９６７
０．１８８５
０．０２６７
０．４４９０
１．０５７２
５０

（出所）陳・橋口（２００４）の稿末の付表より筆者が計算した。

ラグ次数 τ^値

∆DRt
∆ �t

wtLt

� �
∆LtBt

∆�t
∆lnKt−1

４
４
２
９
５

－２．７４＊

－４．３７＊＊＊

－２．６３＊

－３．３５＊＊

－２．７２＊

（出所）筆者作成。
（注） τ^値は検定統計量で，次の式，�yt ��yt�1���	

i�0p 
i�yt�1 ��t
の φ^ のt値。ただし，
0 �0。ラグ次数pはp �pmax
とし，Pantula et al（１９９４）に従って，
p �min pAIC �2Pmax� �

とした。pAICはAICを最小に
する次数である。最大ラグ次数（pmax）はpmax＝１２・
（T ／１００）１／４の整数部分を採用し，９からスタートし
た［Hayashi ２０００，５９４］。＊＊＊，＊＊，＊はそれ ぞ
れ１％，５％，１０％有意であることを示す。

GMM ３SLS

推定値 SE 推定値 SE

α̂

β̂

－０．１１６
０．１８４

０．１６
０．０８＊＊

－０．０４３
０．３２６

０．１８
０．１２＊＊

γ̂１
γ̂２
γ̂３

－０．１０９
０．１７２
０．９３７

０．１７
０．０７＊＊

０．１５＊＊＊

－０．０３４
０．２３８
０．７８０

０．１５
０．０８＊＊＊

０．１３＊＊＊

D.W.（eq１）
D.W.（eq２）
J統計量
T

２．２５
２．４２

４．５７（０．３３）

２．１９
２．６８

４７

（出所）筆者作成。
（注）SEはWhiteの標準誤差，J統計量のカッコ内の数

字はp値である。D.W.（eq１，２）は（６）と（７）式のダー
ビン・ワトソン比である。＊＊＊，＊＊，＊はそれぞ
れ１％，５％，１０％有意であることを示す。

表１ データの記述統計量

表２ 単位根検定 表３ 推定結果
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－0.23

－0.13

－0.03

0.07

0.17

0.27

0.37

0.47

1970 1972 1974 1976 1978 1980 1982 1984 1986 1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000

βGMM

αGMM

α3SLS

β3SLS

への集中的な投資が行われていたことを鑑みる

と，この推定結果は投資拡大（あるいは生産規

模拡大）のために の増大が重視されていたと

解釈できる。すなわち，計画経済時代の国有企

業にとって重要なことは，雇用量や労働報酬の

増大よりも，少しでも多くの を産出すること

で投資の拡大に寄与することであったと考えら

れる（注１２）。

１９８６年から９２年にかけて， が５パーセント

有意（８５年は１０パーセント有意）となり増大傾向

を示している。この時期の国有企業改革は，留

保利潤の使用権の拡大など，さまざまな経営自

主権を国有企業経営者に付与するものであった。

従来は利潤の全額を政府に上納していたのに対

し，利潤留保制や利潤上納制が実施されたこと

により，一定の利潤を留保し，従業員へのボー

ナス，福祉，投資などにまわすことが許される

ようになった。また，１９８７年から経営請負制や

経営リース制が実施され，生産方法や利潤の使

い道などといった運営方法の自由度はさらに拡

大した。こうした一連の改革と の増大傾向を

鑑みると，経営自主権の拡大は過度に国有企業

の利潤と労働報酬をむすびつけ，インサイダー

（経営者と従業員）による経営支配の傾向を強

めたといえる。

１９９０年代後半の をみると，GMMと３SLS

の推定値は異なる動きを示している。推定方法

の制約が少なく，推定値の動きも安定している

という理由から，GMM推定値がより望ましい

と考えれば，１９９０年代後半の は９２年をピーク

図２ 改革開放後のα̂とβ̂の経年変化

（出所）筆者作成。
（注）●は５％有意，�は１０％有意，○は有意でないことを示す。
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に，９３年以降減少している。そして，２００１年の

は，結果的に１９８６年の水準と同程度となった。

これは，言い換えれば， の重要度が１９９３年以

降増大し，２００１年には８６年とほぼ同じになった

といえる。しかしながら，この結果より直ちに

国有企業の企業行動が１９８６年あるいはそれ以前

に戻ったとは言い難い。なぜなら，改革開放以

降，さまざまな経営自主権が経営者に付与さ

れ，１９９３年には「現代企業制度」（注１３）の確立が

国有企業改革の目標とされるようになったこと，

そして，非国有企業の台頭により競争が激しく

なってきたこと等を鑑みると，２００１年時点の国

有企業の経営・統治制度や企業を取り巻く環境

は，明らかに計画経済時代や改革開放初期のも

のとは異なるからである。したがって，この

の重要度の増大は，インサイダー・コントロー

ルの問題がある程度是正され，国有企業が利潤

の最大化を目指す資本主義社会の「会社」に接

近しつつあることを示していると考えられる。

む す び

本稿は，１９７８年以降に中国において一連の国

有企業改革が実施されるなかで，国有企業の経

営目的が変化したのかどうかの検証を試みた。

複合的な経営目的関数を定式化し，目的関数の

パラメータの変化をGMMと３SLSで推定した

結果，経営目的のなかで労働報酬の増大に対す

るパラメータが有意となり，雇用量の増大に対

するパラメータは有意にはならなかった。さら

に，労働報酬の増大に対する重要性は，国有企

業改革が本格化した１９８０年代半ばから９２年にか

けて，大きくなる傾向がみられた。経営目的の

重心が従業員の収入増大を優先する方向へとシ

フトし，利潤のより大きな割合が労働報酬へと

振り分けられたといえそうである。経営自主権

の拡大によってインサイダー・コントロールが

国有企業に蔓延したという議論が，既存研究で

しばしばなされてきたが，本稿の実証結果はそ

うした議論を支持する形となった。

本稿はマクロの時系列データを使って，国有

企業の経営目的に関する計量経済学的な分析を

行ったが，今後は地域や企業レベルのパネルデ

ータなど，より情報量の豊富なデータを使って，

経営目的の変化について本稿の分析モデルの現

実妥当性も含めて検証をする必要がある。また，

推定方法についても，たとえば状態空間モデル

を使って，パラメータ と の振る舞いを定式

化し，その動向を詳細に分析するといった拡張

も考えられる。これらは今後の課題としたい。

（注１） 一般に「効率性」は技術効率性と財務効

率性の２つに分けて考えられ，全要素生産性はどち

らかといえば前者に該当する。中国の場合，改革開

放後，技術効率性はある程度改善したが，財務効率

性は悪化したとされている［和田１９９７］。

（注２） 南・本 台（１９９９）は１９８０年 と８５年 の３８９

社，９１年と９２年の１２９社，９５～９７年の２８社の企業パネ

ルデータを使って，労働生産弾力性と労働分配率を

計算している。

（注３） 当該企業で働けない労働者（アウトサイ

ダー）からすれば，企業の雇用創出・拡大は経営者

に対する要求となるが，ここでは内部労働者（イン

サイダー）のみを考える。

（注４） 目的関数 を経営者の効用関数とみなせ

ば ， ， がそれぞれ１パーセント変化したとき

に，経営者の効用 が パーセント 上昇す

るという意味になり， の大きさによって経営者が

， ， のどれを相対的に重視しているかがわか

る。

（注５） 経営の目的として，生産規模の拡大も重
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要であったとされているが［今井１９９７，７３］，この

モデルでは，国有企業の生産活動と投資活動を分け

て考えているため，陽表的には生産規模の重要性が

モデルに反映されていない。しかし，国有企業の行

動として「与えられた資本ストックのもとで生産活

動を行い，それに必要な労働力と労働報酬を，政府

や従業員の意向を考慮したうえで，決定する。利潤

は政府に上納され，政府はそれを原資

に投資を計画し実施する。投資により新たに蓄積さ

れた資本ストックは，次期の生産活動に寄与する」

というフレームワークを想定すると，もし政府が生

産規模の拡大を重視するならば，より多くの投資を

計画し，そのために経営者に の増大を要求すると

考えられる。この場合，生産規模の重要性は陰伏的

に のパラメータに反映されていると解釈できる。

（注６） この代理変数は，賃金の決定の際に従業

員がどの程度影響しているかという問いに対し，経

営者の答えが「影響していない」なら１，「影響して

いる」なら２，「非常に影響している」なら３という

変数を使用している。

（注７） その他に複合的な経営目的関数をつかっ

た研究として，中国の郷鎮企業を分析対象とした

Svejnar（１９９０）とDong（１９９８）などがある。Svejnar

（１９９０）とDong（１９９８）の推定式は，ディープパラ

メータを推定する形になってはいるが，パラメータ

の可変性が考慮されておらず，また，理論的に が

０のケースでは推定されるべきパラメータが無限大

になってしまうなどの問題がある。

（注８） 複数方程式のGMM推定については，

Hayashi（２０００）の第４章を参照されたい。

（注９） 出所は，賃金総額が『中国工業経済統計

年鑑』１９９５年版（p．２２）と同１９９８年版（p．２０），各産

業の１人当たり賃金が『中国統計年鑑』２００２年版

（p．１５２），それぞれの職工数が同（p．１２８）。社会保

障・福利厚生支出額は，加藤・陳（２００２，２６４－２６５）

に掲載されている都市集団とその他部門の「企業等

社会保障・福利厚生支出額」から「企業等退職者年

金支払額」を引いたものである。

（注１０） ３SLSで使用した操作変数は，

である。

（注１１） 階差をとらなければ，各変数とも単位根

の存在を否定することができなかった。そのために

推定式では階差変数を使用した。

（注１２） 工業部門の投資と をむすびつける考え

方は，計画経済の企業行動を論じるうえでしばしば

登場する。たと え ば，Dixit（１９７１）やDong and

Putterman（２０００）は，旧ソ連や改革開放以前の中国

といった計画経済を想定し，経済の均衡点では投資

と が等しくなるという理論モデルを構築している。

（注１３） 資本主義社会の「会社」制度を中心とし

た企業制度のことであり，具体的には，国有企業の

財産権の明確化，権利と責任の明確化，政府と企業

の分離，管理の科学化の実現を目指したもの。
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